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日時：2001年 6月 30日(土）　10時開会12時 30分閉会　

会場：ＪＡビル　7F会議室　

　6月30日午前10時よりJAビルの7階
会議室にて、研究所第11回総会が行われ
ました。出席会員が59名、委任192名の
計251名で成立しました。
　議長は手島常任理事が選出され、中川
理事長の挨拶、坂林専務による議案提案
がなされ、質疑・討議の後、1～5号の
すべての議案が議決されました。直ちに
第1回理事会が開かれ、岡安新専務より
研究所の新体制が報告されました。

中川理事長あいさつ中川理事長あいさつ中川理事長あいさつ中川理事長あいさつ中川理事長あいさつ

協同総合研究所

第11回 総会報告

　本日はお忙しいなか協同総合研究所第11
回総会にご参集いただきましてありがとうご
ざいます。
　ご承知のように、現在、日本の経済・社会

は大きな岐路に立たされています。市場経済
のグローバル化にともなって競争が一層激し
くなり、国家間、地域間、コミュニティ間、
それに個人間の格差と溝が広がり、「勝者が
すべての市場を手に入れる」というプログラ
ムの可能性がつくりだされようとしていま
す。それは、多国籍企業の利益と先進資本主
義諸国の利益が優先されることを意味しま
す。日本の経済・社会においても同じような
現象が見えています。中小企業、地場産業、
農業、自営業といったコミュニティのなか
で、コミュニティとともに生きてきた産業
が、20世紀最後の10年を「ロスト・ディケ
イド」にしてしまった代名詞、「不良債権処
理」という名に脅されています。政府の言う
「構造改革」がシナリオ通りに行なわれるの
であれば、おそらく、私たちは、大手を振っ
ている大手銀行と、多数の新たな企業倒産と
失業者の増大を目撃することになるでしょ
う。
　失業者が増えることは耐えられないことで
す。とりわけ長期失業が個人、家族、コミュ
ニティ、社会に及ぼすさまざまな悪しき影響
は、個人の間、夫婦の間・親子の間、そして
コミュニティ生活において、人間味のある関
係を崩壊させ、あるいは非常に薄れさせてし
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第第第第第11111 号議案　号議案　号議案　号議案　号議案　20002000200020002000 年度活動報告年度活動報告年度活動報告年度活動報告年度活動報告

　会員の方には事前に配布させて頂きました
ので、紙面の都合上省略させていただきます。

まいます。このような状況をわれわれは座視
しているわけにはいきません。本日の午後に
「協同労働の協同組合法の早期制定をめざす
市民集会」が開催されます。新たな失業者を
生みださないことも大切ですが、失業者を減
らしていく、就労の機会・雇用の機会の創出、
しかも単に「雇われる」のでなく、協同組合
での「自己雇用」による雇用創出も大切です。
今日の市民集会は、そのような目的を掲げた
集会です。市民集会を控えての本日の総会で
すので、限られた時間内ですが活発な議論・
討論をお願いいたします。
　協同総研は「協同労働の協同組合法制定」
に向けて相当重要な役割を果たしてきた、と
自負しております。現在、「市民会議」は事
務局長の島村さんの下で幅広い活動を展開し
てきております。皆様の一層のご協力をお願
いいたします。
　この度、協同総研では人事異動があり、重
要なところが入れ替わります。それについて
は後ほどご紹介いたしますが、新しい人事体
制の下でこれまで以上に幅広い研究活動、政
策立案活動ができるよう努力するつもりでお
りますので、ここでも皆様のご協力をよろし
くお願いする次第です。
　今年の3月23日に協同総合研究所は10周
年を迎えることができました。中西五州さ
ん、黒川俊雄先生、杉本時哉さんなど多くの
方々のご努力とご協力の賜物です。私たちも
協同総合研究所の飛躍と発展のために大いに

力を尽くしてまいります。
　それでは、活発な議論・討論を期待して、
私の挨拶とさせていただきます。
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第第第第第22222 号議案　号議案　号議案　号議案　号議案　20002000200020002000 年度決算年度決算年度決算年度決算年度決算

収 入 予 算 実 績 実 行 率

会 費 収 入 7,000,000 5,594,600 79.92%

機 関 紙 出 版 2,500,000 115,531 4.62% 所報などの販売

研 究 会 ・ 講 演 会 200,000 173,000 86.50%

労 協 連 研 究 助 成 8,000,000 8,000,000 100.00%

労 協 連 人 件 費 助 成 20,000,000 18,500,000 92.50% 菅野、坂林、成澤、堀越の人件費補助

37,700,000 32,383,131 85.90%

支 出

研 究 会 交 通 費 1,200,000 525,753 43.81%

専 従 者 人 件 費 21,000,000 19,684,530 93.74%

各 種 会 議 費 800,000 987,979 123.50% 理事会、編集員会交通費など

所 報 製 作 費 5,000,000 3,998,189 79.96% 「協同の発見」制作

郵 送 費 1,000,000 982,266 98.23% 所報の郵送費など

通 信 費 500,000 501,615 100.32% 電話、PC、FAX

印 刷 費 1,500,000 1,064,938 71.00% コピー料金およびリース料など

組 織 活 動 費 1,500,000 2,016,004 134.40% 事務局の活動に関わる費用

図 書 資 料 費 300,000 141,720 47.24%

事 務 所 家 賃 3,500,000 3,126,700 89.33% （減価償却費含む）

水 光 熱 費 400,000 449,885 112.47%

備 品 費 300,000 409,420 136.47% PCソフトなど

事 務 用 品 300,000 361,542 120.51%

手 数 料 100,000 67,335 67.34% 郵便振替手数料

予 備 費 300,000 46,000 15.33% 諸会費

43,636 消耗品

13,233 雑費

37,700,000 34,420,745 91.30%

経 常 損 益 0 -2,037,614

受 取 利 息 ・ 雑 収 入 61,695

0 -1,975,919
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第第第第第33333 号議案　号議案　号議案　号議案　号議案　20002000200020002000 年度監査報告年度監査報告年度監査報告年度監査報告年度監査報告

資 　 　 　 産 の 　 　 部 負 　 　 　 債 の 　 　 部

現 　 　 金 4 7 5 , 8 6 0 未  払  金 2 5 6 , 7 2 6
普 通 預 金 1 , 7 2 2 , 5 0 9
郵 便 振 替 1 , 0 1 9 , 5 6 5 仮  受  金 1 0 0 , 0 0 0
郵 便 貯 金 3 2 , 0 8 2 出  資  金 1 7 , 9 1 3 , 0 0 0
定 期 貯 金 1 0 , 0 0 5 , 9 5 4
立  替  金 9 8 9 , 5 0 0 前 期 繰 越 4 , 6 3 1 , 2 1 3
未  収  金 2 , 8 8 5 , 2 0 0 今 期 剰 余 - 1 , 9 7 5 , 9 1 9
仮 払 金 3 5 6 , 0 0 0

内 装 工 事 2 , 3 3 8 , 3 5 0
出 　 　 資 1 , 1 0 0 , 0 0 0 次 期 繰 越 2 , 6 5 5 , 2 9 4
合 　 　 計 2 0 , 9 2 5 , 0 2 0 合 　 　 計 2 0 , 9 2 5 , 0 2 0

9 7 年 度 9 8 年 度 9 9 年 度 0 0 年 度
団 体 出 資 9 , 2 8 0 , 0 0 0 9 , 2 5 0 , 0 0 0 9 , 1 5 0 , 0 0 0 9 , 1 5 0 , 0 0 0
個 人 出 資 8 , 7 0 9 , 0 0 0 8 , 7 2 3 , 0 0 0 8 , 7 6 3 , 0 0 0 8 , 7 6 3 , 0 0 0
合 　 　 　 計 1 7 , 9 8 9 , 0 0 0 1 7 , 9 7 3 , 0 0 0 1 7 , 9 1 3 , 0 0 0 1 7 , 9 1 3 , 0 0 0

　　　　　　　　　　　　　　2001年6月29日
協　同　総　合　研　究　所
理事長　中　川　雄　一　郎　　殿

監　事　　　　梶　　　慶　一　郎
吉　　　本　　　貢

　　　中　田　宗　一　郎

　私たちは、2000年度の協同総合研究所の財務状況および処理状況について監査を行いま
したので、下記のとおり報告いたします。

（１）監査日 ２００1年６月２９日
（２）監査基準日 ２０００年３月３１日
（３）監査場所 協同総合研究所事務所
（４）立会人 坂林哲雄専務理事
（５）監査方法 ①貸借対照表に記載されている資産・負債・出資金に

ついて、伝票帳簿との照合を行いました。
②収支報告書に記載された収入・費用について伝票・
帳簿との照合を行いました。
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第第第第第44444 号議案　号議案　号議案　号議案　号議案　20012001200120012001 年度活動方針年度活動方針年度活動方針年度活動方針年度活動方針

（６）監査の結果と意見 ①会計の処理は適正に行われ、正確であることを確認
しました。また、会計資料も適切に保管されています。
②会費収入については昨年に引き続き未納者が散見
されます。早急な対策が望まれます。
③講師料・原稿料等の受入・支払について、内規の作
成が望まれます。引き続き検討をお願いします。
④財政の多くを日本労働者協同組合連合会からの受
託費に頼っています。会員の拡大はもちろんですが、
研究所の活動に主体的にかかわり、自立財政の確立を
含めて共に取り組む会員層の強化が求められます。

　「協同労働の協同組合」法の制定が現実の
ものとなってきている。労協連も新原則・中
期計画の全国討議中であり、国際的にもILO
（国際労働機構）が全加盟国向けにはじめて
「協同組合新勧告」を採択しようとしている。

協同集会に象徴されるように、人と人との
つながりを大切に地域の豊かな再生を考えた
とき「協同」と「協同労働」を対抗軸とする
ことが強く求められている。研究所は「協同」
と「協同労働」をすべての市民と共有できる
ものに育て、市民の中に広めて行く。

一、研究所4つの機能の充実
二、地域別研究会の促進
三、研究所情報の蓄積と共有
四、会員拡大と財政基盤の整備
五、組織運営と財務管理
六、その他（法人格取得など）

一　研究所一　研究所一　研究所一　研究所一　研究所 44444 つの機能の充実に努めるつの機能の充実に努めるつの機能の充実に努めるつの機能の充実に努めるつの機能の充実に努める

　４つの機能
　　①協同の思想と戦略研究に関わる機能

　②地域づくり・仕事おこし研究とサポート
　　機能
　③協同経営・教育の研究とサポート機能
　④「協同労働の協同組合」法の研究と制定
　　サポート機能

①　協同の思想と戦略研究に関わる機能

・連載「労働者協同組合物語」は中川理事長
　に引き続き執筆を依頼。
・ILO協同組合新勧告討議（2001年採択予定）
　について広く各界に知らせる

・ ILO127 号勧告及び背景説明書の簡略
版を所報に掲載

・ 協同組合学会の「ILO勧告」研究に協

力する

・「La Lega : The Making of a Successful
　Cooperative Network」の翻訳・出版
　　　　・レーガの発展をそのネットワークから
　　　　　　歴史的に解明した著作（英文）であり、
　　　　　　世界の協同組合運動をリードするレー

　　　　　　ガとの強さを知る最適の書である。

・イタリア・北欧の社会的協同組合の調査団
派遣（労協連と共同）を検討する（2001年）
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②　地域づくり・仕事おこし研究とサポート
　　機能

・「協同労働の協同組合」法制化運動にあわ
　せ、福祉を中心にすえ、高齢者、障害者、
　子ども、若者、ホームレス、長期失業者な
　ど、人々の仕事おこしをテーマとする。そ
　してこれらは何れも「地域福祉事業所」が
　その守備範囲に含めるべきテーマにもなっ
　ている。
・「協同労働」を基礎とした地域福祉事業所
　の現状と課題を調査し、典型となるモデル
　づくりに向けた研究をすすめる。

・「福祉のまちづくり」であり、生活総
合産業への挑戦である。

・ 調査研究は、全国1000ケ所の地域福
祉事業所づくりとその内容にそった政
策づくりが目的となる。典型となる地
域福祉事業所で調査のモデルつくり、
全国の地域福祉事業所の調査を行う。
研究者の参加をどう組織できるかがポ

イントになる。

・高齢者の生活実態調査（高齢協）
・ 高齢者協同組合が「生活実態調査」を

行った。この分析に協力する。

・子育て支援センターづくり／若者の自立支
　援／若者の就労支援センター

・ 課題は具体的である。研究所としての
この仕事おこしプロジェクトをサポー
トする。

・「仕事支援ネットワーク」づくりに研
究所として協力する。

③　協同経営・教育の研究とサポート機能

　協同労働の担い手特にリーダーをどう育て
るのか。このテーマは協同労働の実践者の課
題であると同時に、研究機関としての協同総
研が担うべき重要な課題である。

・日本労協連が取組む「学習運動」を研究所
　としてサポートする他、これを牽引するイ
　ベントを企画し実施する。過去に行われた
　「事業団学校」や「良い仕事研究交流集会」
　といったものを参考にする。
・「労協のアイデンティティ宣言/新原則」の
　学習会、および「協同労働の協同組合法/
　労協法」の学習会を行う。
・労協リーダーの学習支援ために「労協リー
　ダー研究員制度」を発足させる。

・ 研究所会員になって「研究員」に応募
してもらう。

・ 応募要領を簡潔にする（年1つのテー
マと1つの論文）

・ 学者研究者のサポート付き（調査の方
法、発表の仕方、論文の書き方）

④　「協同労働の協同組合」法の研究と制定
　　サポート機能

・協同労働法制化市民会議の「専門家委員　
　会」に協力する。
・複合協同組合のガヴァナンス・システム等
　の研究
・「協同労働法制定市民会議」の事務所を提
　供する。

二　地域別研究会の促進とサポート二　地域別研究会の促進とサポート二　地域別研究会の促進とサポート二　地域別研究会の促進とサポート二　地域別研究会の促進とサポート

　研究所の充実は、すべての会員の参加にか
かっている。特に僅か2～3名という常勤体
制では限界がある。それを支えるのは全国の
会員の活動である。この点で、全国にいる会
員が常に「協同労働」という視点で地域の活
動とそのあり方にメスを入れ、研究所を舞台
にそれを研究すれば、大変な機能を研究所が
果たすことになる。これには「協同労働」の
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実践者の参加が不可欠である。そういった点
で、地域別の研究会の促進に道をつけること
は非常に大切なことであり、次のような具体
的な取り組みを行う。

・地域別の協同集会の開催。
　　　 九州の日本労協連加盟組織に参加を依頼し、
　　　　初の九州版「協同集会」を実現する。

　　　　北海道などでも

・研究所の会員が中心となって行う研究会な
　どの支援

年間10万の研究会費を負担し、毎回の研
究会レポートを所報に掲載する。今期は
5箇所程度を想定する。

三　研究所情報の蓄積と共有三　研究所情報の蓄積と共有三　研究所情報の蓄積と共有三　研究所情報の蓄積と共有三　研究所情報の蓄積と共有

　協同の発見とホームページ。メーリングリ
ストを有効に活用し、会員相互と研究所事務
局との結びつきを豊かにする

①　メーリングリスト

　　　　・　Ｅメールアドレスを持つ会員の
　　　　　全員加入をめざす。
　　　　・「研究所たより」など定期に話題
　　　　　を提供する会員を組織する。

・ 法制市民会議、日本労協連、高齢
協などのホームページも続々と
立ち上がっており、これらの更
新情報も毎回掲載してもらう。

②　ホームページ

・ ホームページのリニューアル
（一新）を行う。
・ 協同総研や労協連などの企画を
中心にしたスケジュール表を充

次から、今期は一部実験的に行
う。（コピー実費配信なども）

③　「協同の發見」

・ 五千部発行の「協同の發見」誌を
中期展望する。

・ 購読者拡大に向けて誌面の見直
しをする。（研究所4つの機能に
連動）

・ 発行は年間11回以上とする。
・ 編集委員会を定期的に行う。本
委員会はホームページ検討も行
う。

四　会員の拡大と財政強化四　会員の拡大と財政強化四　会員の拡大と財政強化四　会員の拡大と財政強化四　会員の拡大と財政強化（（（（（収収収収収入入入入入拡拡拡拡拡大大大大大）））））

① 協同総研の理念とビジョンを広め、五千
名以上の個人会員を中期展望する。

・ 当面2001年度は500名以上の個
人会員をめざす。

・ 各方面の専門家が参加しうる研
究活動の充実と連動、各事業所
の複数会員。

② 必要な活動に見合う収入増を講じる。

・ よい企画を基礎に、各方面への
積極的な財政支援（会費増など）
を訴える。

・ 活動・イベントごとの収支を見
直し、着実な収入増を図る。

実する。
・「協同の發見」の過去の記事をデ
ジタル化し、検索利用を可能に
する検討を開始する。当面は目
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・ 研究会は原則として有料開催
（準備実費含む）としたい。

③ 受託研究調査について積極的に対応す
る。
・知恵を出し合って一歩前に出るし
かない。

五　組織運営と財務管理五　組織運営と財務管理五　組織運営と財務管理五　組織運営と財務管理五　組織運営と財務管理

① 理事会、常任理事会、編集委員会、事務
局会議の定例化を図る。

・ 理事会年３回開催。常任理事会
と編集委員会は月1回開催。事務
局会議週1回。

・ 執行力の強化を念頭においた運
営改善をすすめる。

・ 大きな理念と小さな事務局との
ギャップは理事・会員・「研究員」
の積極的参加で補うものとする。

②　財務の現状を（常任）理事会で共有し、
　　管理を強化する。

・ 月次決算をめざし、当面四半期
決算を遂行する。

・ 在庫、未収入金等を精査し、実態
財産を確定する。（一部実施中）

・ イベントごとの収支計画設定と
決算をめざす。

六　その他六　その他六　その他六　その他六　その他

　　　　　上記の活動を支えるために、法人格を取得
する。

・ 検討種類はＮＰＯ法人、「中間法
人」等とする。

・ 取得の目度として、2001年内を
設定する。

・ いくつか検討すべき課題がある
ので検討委員会を設ける。検討
委員会は常任理事会メンバーと
する。

・ 検討期限は9月一杯まで、結果を
理事会に報告。理事会最終決定。

以上

20012001200120012001 年度予算年度予算年度予算年度予算年度予算

収 入

会 費 収 入 7,000,000 個人5,300,000　　団体1,700,000

機 関 紙 出 版 500,000 所報、資料集、取次書籍の販売

研 究 会 ・ 講 演 会 200,000

労 協 連 研究 助成 7,000,000

労協連人件費助成 25,000,000 専従者4名

39,700,000

支 出

研 究 会 交 通 費 1,200,000

専 従 者 人 件 費 25,500,000 アルバイトなどを含む

各 種 会 議 費 800,000 理事会、編集員会交通費など

所 報 製 作 費 3,600,000

郵 送 費 1,000,000 所報の郵送費など

通 信 費 500,000 電話、PC、FAX

印 刷 費 1,000,000 コピー料金およびリース料など

組 織 活 動 費 1,500,000 事務局の活動に関わる費用

図 書 資 料 費 300,000

事 務 所 家 賃 3,000,000

水 光 熱 費 400,000

備 品 費 300,000 PC*2台

事 務 用 品 300,000

手 数 料 80,000 郵便振替手数料

雑 費 220,000

39,700,000

経 常 損 益 0
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理事長

　　中川雄一郎（明治大）

副理事長

菅野正純（労協連）
富沢賢治（聖学院大）
永戸祐三（センター事業団）

専務理事

新　岡安喜三郎（労協連）

事務局長

新　菊地　謙（センター事業団）

常任理事

鍛谷宗孝（労協連）
新　島村　博（協同労働法市民会議）
古谷直道（センター事業団）
堀越芳昭（山梨学院大）
新　横田安宏（国際長寿センター）

理事

阿部　誠（大分大）
飯島信吾（シー・アンド・シー）
池田　徹（生活クラブ千葉）
新　大野清貴（大学生協連）
神田嘉延（鹿児島大）
菊間　満（山形大）
新　斎藤縣三（共同連）
坂林哲雄（センター事業団）
新　佐藤　進（埼玉県立大）
佐藤洋作（文化学習協同ネットワーク）

塩田長英（明海大）
新　杉本貴志（関西大）
鈴木　勉（広島女子大）
田中夏子（長野大）
新　田中恒子（大阪教育大）
田中羊子（センター事業団）
都筑　建（エコテック）
手島繁一（協同総研）
橋本吉広（地域と協同の研究ｾﾝﾀｰ）
古村伸宏（センター事業団）
藤田　徹（センター事業団）
新　村山節子（キュービック）

監事

吉本貢（税理士）
　梶慶一郎（第一経理）
新　小林裕子（労協連）

顧問

新　荒木昭夫（前理事）
　　石見尚（元常任理事）
新　大谷正夫（前副理事長）
角瀬保雄（元副理事長）
勝部欣一（元副理事長）

　　黒川敏雄（元理事長）
小林基愛（元副理事長）
杉本時哉（前理事長）

　　中西五洲（元理事長）


